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大 正 1 3 年 2 円
昭 和 1 9 年 9 月
昭 和 2 2 年 9 月
昭 和 2 4 年 9 児
昭 和 2 6 年 3 月
昭 和 2 6 年 4 月
昭 和 2 7 年 4 月
昭 和 3 0 年 4 月
昭 和 3 4 年 2 月
昭 和 3 4 年 6 月
昭 和 3 6 年 6  門
昭 和 3 7 年 3 月
昭 和 訟 年 1 0 月
昭 和 4 0 年 4 月
昭 和 4 1 年 1 0 打
昭 和 4 6 年 1 月
昭 和 4 6 年 4 月
昭 和 5 3 年 4 月
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、
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授 略 歴
上 の 問 、 東 京 大 学 教 益 学 部 、 同 法 学 部 、 東 京 工 業 大 学 、 国 学 院 大 学 、 福 岡 大 学 大 学 院 、 社 会 保 険 大 学
校 等 に 出 講 。
小 嶋 和 司 教
1 イ
山 口 県 に て 出 生 。
第 三 高 等 学 校 文 科 甲 類 卒 業 。
東 京 帝 国 大 学 怯 学 部 政 治 学 科 卒 業 。
東 京 大 学 法 学 部 大 学 院 特 別 研 究 生 ( 前 朔 ) 終 了 。
同 ( 後 期 ) 中 途 退 学
東 京 都 立 大 学 専 任 溝 師
同 助 教 授
同 大 学 院 社 会 科 学 研 究 科 授 業 兼 担
東 京 都 都 制 調 査 会 専 門 捌 査 員 委 嘱 さ る ( 3 8 年 3 月 ま で )
政 府 税 制 加 査 会 専 F 羽 ^ 査 委 員 委 嘱 さ る ( 任 期 3 年 )
東 京 都 立 大 学 教 授
法 学 博 士 ( 東 京 大 学 )
日 本 公 法 学 会 理 事 ( 途 中 2 年 闇 監 事 を 経 て 現 在 に 至 る 。 )
東 北 大 学 教 授 憲 法 講 座 担 当 、 伺 大 学 法 学 研 究 科 授 業 担 当 ( 現 在 に 至 る 。 )
財 政 制 度 捌 査 会 審 議 会 特 別 委 員 併 任 ( 現 在 に 至 る 。 )
司 法 試 験 考 査 委 員 併 任 ( 任 期 1 年 )
東 北 大 学 評 議 員 ( 任 期 2 年 )
国 家 公 務 員 試 験 委 員 併 任 ( 現 在 に 至 る 。 )
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著昭和29(1954)年
書
著
昭和36(1961)年
作
日本憲法の分析一一改正か擁護かーーー(中部日本新聞編)
〔金森徳次郎.大石義雄・戒能通孝・鵜飼信成・長谷川正安の諸氏と
黎明書房の座談会〕
决算にかんする国会議決制度^紹介および立法論的考察^
国立国会図書館調査立法考査局(調査資料61-フ)〔無名〕
憲法の基礎知識(質問と解答)(有斐閣双習り〔芦部信喜・田口精一の
有斐閣両氏と共著〕
有斐閣憲法概観
有斐閣憲法概観〔再版〕
有斐閣憲法概観(新版)(有斐閣双書)
有斐閣憲法学講話
有斐閣憲法概観(第3版)(有斐閣双書)
良書普及会憲法概説
昭和41(1966)年
目
昭和43(1968)年
昭和44(1969)年
昭和50(1975)年
昭和57(1982)年
昭和61(1986)年
昭和62(198刀年
録
Ⅱ
昭和30(1955)年
書
昭和31(1956)年
オハイオ州立法過程の研究(国調立資料A37)〔無名〕
国立国会図書館調査立法考査局
連合国最高司令部民政局・日本の新憲法(憲資・総第1号)
〔久保田きぬ・芦部信喜の両氏と共訳、宮澤俊義氏解説〕
憲法調査会事務局
?
2Ⅲ
編
昭 和 2 7 ( 1 9 5 2 ) 年
書
昭 和 3 1 a 鮖 6 ) 年
憲 法 教 材 ( 宮 澤 俊 義 編 ) ( 判 例 教 材 叢 書 ) 〔 宮 澤 俊 義 ・ 佐 藤 功 ・ 芦 部 信
・ 久 保 田 き ぬ の 諸 氏 と 共 編 〕
喜
有 斐 閣
憲 法 教 材 第 2 集 ( 東 京 大 学 憲 法 研 究 室 編 ) ( 判 例 教 材 叢 書 ) 〔 宮 澤 俊
義 ・ 佐 藤 功 ・ 芦 部 信 喜 ・ 久 保 田 き ぬ ・ 壽 田 龍 輔 ・ 深 瀬 忠 一 の 諸 氏 と
共 編 〕
有 斐 閣
柳 瀬 博 士 東 北 大 学 退 職 記 念 ・ 行 政 行 為 と 憲 法 〔 藤 田 宙 靖 氏 と 共 編 〕
有 斐 閣
憲 法 の 争 点 ( ジ ュ リ ス ト 増 刊 ・ 法 律 学 の 争 点 シ リ ー ズ 2 ) 有 斐 閣
憲 法 の 争 点 ( 増 補 ) ( ジ ュ リ ス ト 増 刊 ・ 法 律 学 の 争 点 シ リ ー ズ 2 )
有 斐 閣
憲 法 の 争 点 ( 新 版 ) ( ジ ュ リ ス ト 増 刊 ・ 法 祁 学 の 争 点 シ リ ー ズ 2 )
有 斐 閣
昭 和 4 7 ( 1 9 7 2 ) 年
昭 和 5 3 ( 1 9 7 8 ) 年
昭 和 弱 ( 1 9 8 の 年
昭 和 6 0 ( 1 9 8 5 ) 年
Ⅳ
昭 和 2 3 ( 1 9 4 8 ) 年
昭 和 2 5 ( 1 9 5 の 年
文 等
法 律 雑 誌 〔 展 望 〕 〔 ( 小 ) の 略 名 〕 日 本 読 書 新 聞 第 4 3 5  号 ( 3 月 3 1 日 )
衆 議 院 議 員 選 挙 法 1 1 2 条 1 項 1 号 の 金 銭 供 与 罪 の 成 立 〔 宮 澤 俊 義 氏 と
連 名 〕
( 最  1 小 判 昭 2 3 ・  6  ・  3 、 昭 2 3  ( れ )  1 9 5  号 、 刑 集 2  ・ フ ・  6 2 田
選 挙 演 説 妨 害 罪 の 成 立 〔 宮 澤 俊 義 氏 と 連 名 〕
〔 最  3 小 半 Ⅲ 1 召 2 3  ・  6  ・  2 9 、 昭 2 3  ( れ )  1 1 7  号 、 刑 集  2  ・ フ ・  7 5 2 〕
判 例 研 究 第 2 巻 第 4 号
憲 法 〔 宮 澤 俊 義 と 連 名 〕
菊 井 維 大 ・ 横 田 喜 三 郎 ・ 我 妻 栄 監 修 「 法 学 研 究 の 栞 」 上 ( 東 京 大
学 学 生 文 化 指 導 会 )
?
本税賦課の取消と附加税の効力(宮釋俊義氏と迎名)
〔東京高判昭23.10 ・13、昭14 ・ 137 号、高民集 1 ・ 2 ・ 18田
判例研究第2巻第5号
権力分立のアメリカ的解決^コングレスの常任委員会制度成立を巾
心として^
Oskar werner K巨gl, zur Entstehun自, wand]ung und pro・
blematlk des Gewaltenteilun目Sprinzipes.1937.《紹介》
A. saint Glrons, Essal sur la S厶Paratlon des pouvolrs dans
1'ordre politique, administratif et judlciaire.玲81.《紹介》
WIHlam Bondy, separation of Governmental powers in
History, in Theory, and ln the constitutions.1896.《編1介》
J. A. FairHe, The separatlon of powers (Michigan Law
Revlew. XX1 1922/ 23).《紹介》
公法研究第3号権力分立論に関する外国文献一覧〔無名〕
C.11bert, parliament.3rd ed. by c. carr 1948.《紹介》
国家学会雑誌第64巻第10・Ⅱ・12号(通巻728 号)
町村制15条3項に規定する被遺挙権なき者の解釈〔宮洋俊峩氏と述名〕
〔最 3 小決昭23.9 ・14、昭23 (オ) 36号、民染 2 ・ 10 ・ 223 〕
判例研究第2巻第6号
大政翼賛会の町村支部理事九りしことを資格審査表に書かなけれは罰
せられるべきか〔宮澤俊簑氏と連名〕
〔大阪高半1幌松3.8.28、昭23 (上)104 号、高民集 1 ・ 2 ・ 202〕
判例研究第2巻第71二ー'
聯合国最高司令部民政j品・日本の新憲法《翻訳》〔久保田きぬ・芦部
信喜の両氏と共訳、宮澤俊義氏解説〕
国家学会雑誌第鉐巻第 1 号(通巻729 号)〔訂正、第備巻第2・3弓
(通巻 730 号)〕
ドイッ民主共和国憲法《翻訳》〔鈴人禄彌氏と共訳J
国家学会雑誌第価巻第 1号(述巻729 号)(訂正、第備巻第2・3号
(通巻 730 号)〕
3
昭和26(1951)年
4憲 法 3 2 条 の 意 味 〔 兼 子 ・ 一 氏 と 連 名 〕
〔 最 大 半 1 Ⅲ 召 2 4  ・  3  ・  2 3 、 昭 2 3  ( れ )
昭 和 2 7 ( 1 9 5 2 ) 年
大 日 本 帝 国 憲 法 解 釈 論 系 統 図
「 憲 法 資 料 展 示 会 目 録 」 ( 国 立 国 会 図 書 館 ) 附 録 そ の 4
4 8 年 の 幸 福 な 先 例 ^ ・ 衆 議 院 解 散 権 を め ぐ る 論 点 ^
東 京 大 学 学 生 新 聞 第  1 0 4  号 ( 1 2 月 1 3 日 )
税 務 代 理 士 法 2 1 条 に い う 「 税 務 代 理 業 ヲ 行 ヒ タ ル 者 」 の 意 義
〔 最 大 半 1 1 昭 2 4  ・ フ ・  2 2 、 昭 2 4  ( れ )  4 6 号 、 刑 集 3  ・  8  ・  1 3 5 4 〕
判 例 研 究 第 3 巻 第 3 号
国 会 の 予 算 増 額 修 正 権 に か ん す る 論 議 に つ い て ー 一 主 と し て 比 較 法 的
立 場 か ら ^ (  D  ( 2 ・ 完 )
国 家 学 会 雑 誌 第 備 巻 第  8  ・  9  ・ 1 0 号 ( 通 巻  7 3 3  号 ) 、 第 1 1 ・ 1 2 号 ( 通
巻  7 3 4  号 )
記 載 の 不 完 全 な 投 票 の 効 力
〔 最  2  小 判 昭 2 4  ・ 1 2  ・  2 4 、 昭 2 4  ( オ )  3 2 号 、 民 集  3  ・  1 2  ・  5 2 2  )
判 例 研 究 第 3 巻 第 4 号
5 1 2  号 、 刑 集  3  ・  3  ・  3 5 2  〕
判 例 研 究 第 3 巻 第 1 ・ 号
天 皇 の 権 能 に つ い て
法 律 時 報 第 2 4 巻 第 1 0 号 ( 通 巻  2 6 9  号 )
自 作 農 創 設 特 別 措 置 法 に い わ ゆ る 「 自 作 農 ナ ル ベ キ 者 」 、 宅 地 の 「 時 価 」
の 意 味
〔 神 戸 地 * 1 川 召 2 5  ・  2  ・  2 0 、 昭 2 4  ( ヨ )  1 1 号 、 行 裁 例 集 ] ・  2 ・  2 9 剖
自 治 研 究 第 2 8 巻 第 Ⅱ 号 ( 通 巻 3 3 9 号 )
欧 洲 大 陸 に お け る 基 本 権 の 保 障 ^ ド イ ツ を 中 心 と し て 比 較 法 史 的 に
比 較 法 研 究 第 5 号
解 散 権 論 議 に つ い て ー 一 既 成 憲 法 学 の 盲 点 を つ く
L
H
憲 法 と 内 幕
朝 日 新 聞
チ ェ ム バ ー レ ン 「 大 統 領 ・ 連 邦 議 会 と 立 法 」 《 書 評 》
公 法 研 究 第 7 号
〔 声 〕
( 東 京 本 社 版 ) 第 2 如 四 号 ( 1 2 月 1 4 日 )
公 法 研 究 第 7 号
昭和28(1953)年
公法〔戦後の外国文献紹介〕〔芦部信喜・伊藤正己・雄川一・郎・金沢
良雄・高柳信一・成田頼明・藤田晴子の諸氏と連名〕
国家学会雑誌第66巻第4・号(通巻736号)
ソ連および人民民主主義諸国の憲法《共同研究》〔高橋勇治・長谷川
正安・福島正夫・山之内一郎の諸氏と連名〕
中央公論第68年第1号(通巻770号)
憲法改正国民投票法案について
法律時報第25巻第 3号(通巻274号)
「予算」の語義^憲法の予想する予算制度について^
公法研究第8号
オハイオ立法府における法律案の生涯(訳)
^オハイオ州立法過程の研究 a)^《翻訳》〔無名〕
レファレンス第28号
オハイオにおける住民発案と住民表泱^オハイオ州立法過程の研究
レファレンス第29・30号(2)ー^《翻訳》〔無名〕
オハイオ立法老査局とその立法過程における地位
^オハイオ州立法過程の研究(3)^《翻訳》〔無名〕
レファレンス第31号
憲法の規定する政治機構一・は九して議院内閣制か^
法律時報第25巻第12号(通巻283号)〔後に、鵜飼信成編f憲法・
行政法論集」昭和35年(河出書房新社)、清水睦編「議会制民主主
義」(文献選集日本国憲法10)昭和52年(三省堂)に再録〕
日本憲法の分析《座談会》〔長谷川正安編〕序章、第1回~第57回、
終章{金森徳次郎・鵜飼信成・戒能通孝・大石義雄・長谷川正安の
諸氏と共に〕
中部日本新聞第4H8号 a 月3日)~第4176号(3月2日)
民法第177条は国税滞納処分のばあいにも妥当するか
(東京地判昭27・フ・ 2、昭23 (ワ) 60・号、行裁例集 3 ・ 6・123幻
自治研究第30巻第1号(通巻354号)
5
昭和29(1954)年
6西 独 憲 法 裁 判 所 法 《 訳 注 》
法 律 時 報 第 2 6 巻 第  2  号 ( 通 巻  2 8 5 ・ 号 )
東 京 地 裁 の 衆 議 院 解 散 無 効 判 決 に つ い て
自 治 研 究 第 3 0 巻 第 4 号 ( 通 巻 3 5 7 号 )
再 び 天 皇 の 権 能 に つ い て
天 皇 の 権 能 ( 国 事 に 関 す る 行 為 )
内 閣 の 助 言 と 承 認
基 本 的 人 権
個 人 権 と 公 共 の 福 祉
表 現 の 自 由 、 通 信 の 秘 密
集 会 、 結 社 の 自 由
居 住 、 移 転 、 職 業 選 択 、 外 国 移 住 の 自 由
家 族 生 活 の 基 本 原 則
財 産 権 の 保 障
裁 判 を 受 け る 権 利
裁 判 官 の 弾 劾 ・ 国 民 審 査
予 算 制 度
予 算 と 法 律
清 宮 四 郎 編 「 憲 法 」 ( 法 律 学 演 習 講 座 ) ( 青 林 書 院 )
イ タ リ ア の 政 治 制 度
解 散
議 員 立 法
投 票 制 度
予 算 議 定 権
「 政 治 学 事 典 」 ( 平 凡 社 )
公 職 選 挙 法 8 6 条 に い わ ゆ る 期 問 内 に 届 出 の あ っ た 「 候 補 者 」 の 意 味
^ 立 候 補 届 出 期 問 経 過 後 候 補 者 た る こ と を 辞 し 九 も の も 補 充 立 候
補 者 九 り う る か
〔 仙 台 高 秋 田 支 半 1 佃 召 2 7 ・  4  ・ 1 7 、 昭 2 7  ( ナ )  1 号 、 行 裁 例 集 3 . フ
・  1 3 6 0  〕
自 治 研 究 第 3 0 巻 第 9 号 ( 通 巻 3 6 2 号 )
公 法 研 究 第 1 0 号
権力分立と司法権の独立 季刊法律学第]8号
刑法賄場開帳図利罪の合憲性^憲法第13条を援用して違憲を主張し
うるか
〔最大判昭25 ・ 11・ 22、昭25 (れ) 280 号、刑集 4 ・ 11・ 2380〕
判例研究第4巻第2号
憲法学の課題と方法^憲法典研究を中心として^
鈴木安蔵編「憲法学の課題」(政治学研究叢書4)(勁草書房)
天皇^象徴から元首へ?
法律時報第27巻第1号(通巻296号)
「財政」条項をめぐる論点^自由党憲法調査会「改正案要綱」を中
ジュリスト第74号心として^
「選挙人」を主たる構成員とする団体は選挙の効力につき異議を申立
てうるか^異議申立人が団体であるか個人であるかの判定^市
選管への異議申立には選挙の効力を争い、県選管への訴願で当選の
効力を争うことは可能か^(行政行為取消権の限界)
(福岡高判昭28 ・ 1 ・ 31、昭27 (ナ)12号、行裁例集4 ・ 1 ・ 116)
自治研究第31巻第6号(通巻372号)
行政庁の裁量事項に九いする取消請求の訴は却下すべきか棄却すべき
か^予算減少により過員を生じ九ばあいにおける地方公務員免職
処分の裁量権の範囲
〔宮崎地判昭28 ・ 5 ・12、昭27 (行) 4 号、行裁例集 4 ・ 5・1207〕
自治研究第31巻第7号(通巻373 号)
栄典 「世界大百科事典」 3 (平凡社)
学問の自由 「世界大百科事典」 5 (平凡社)
公共団体の管理する公共用士地物件の使用に関する法律(大正3年法
律第37号)第1条の意味^行政処分無効確認請求訴訟と同取消請求
訴訟との関連一一行政事件訴訟特例法第Ⅱ条適用の態度
〔横浜地判昭28・フ・17、昭28 (行) 4 号、行裁例集 4 ・フ・1779〕
自治研究第32巻第1号(通巻380号)
最癌なき農地売渡処分に九いする取消処分の効力(附・農地売渡処分
昭和30(1955)年
7
昭和31(1鮖6)年
8を 取 消 し う る 時 期 ) ー ー 農 地 売 渡 取 消 処 分 の 取 消 を も と め る 訴 の
出 訴 期 間 一 一 売 渡 ず み の 農 地 に つ き 再 度 樹 立 さ れ 九 売 渡 計 画 の 効 力
〔 仙 台 高 半 I N 召 2 8 ・  U  ・ 1 ] 、 昭 2 7 ( ネ ) " 3  号 、 行 裁 例 集  4 . Ⅱ . 2 5 7 3 〕
自 治 研 究 第 3 2 巻 第 4 号 ( 通 巻 3 8 3 号 )
既 定 費
機 密 費
義 務 費
「 世 界 大 百 科 事 典 」 フ ( 平 凡 社 )
憲 法 記 念 日 を 前 に 思 う ^ 改 正 論 議 は 政 治 的 判 断 だ け の 問 題 ^
{ 月 曜 評 論 〕
中 部 日 本 新 聞 第 4 9 6 0  号 ( 4 月 3 0 日 )
日 米 安 全 保 障 条 約 第 3 条 に 基 く 行 政 協 定 の 実 施 に 作 う 士 地 等 に 関 す る
特 別 措 握 法 第 5 条 に よ る 内 閣 総 理 大 臣 の 使 用 認 定 は 抗 告 訴 訟 の 対 象
た り う る か ^ 右 法 律 に よ り 駐 留 軍 人 娯 楽 慰 安 用 と し て の 劇 場 を 強
制 収 用 し う る か
〔 東 京 地 半 卵 召 2 9  ・  1  ・  2 0 、 昭 2 8  ( 行 ) 如 号 、 行 裁 例 集  5  ・  1 ・  1 2 5 〕
自 治 研 究 第 3 2 巻 第 6 号 ( 通 巻 3 8 5 号 )
「 世 界 大 百 科 事 典 」  8  ( 平 凡 社 )
勤 労 の 椛 利 義 務
小 選 挙 Ⅸ 制 法 案 の あ し あ と ー 一 現 代 議 会 制 、 立 法 過 程 研 究 の ひ と つ の
ケ イ ス ・ ワ ー ク と し て 〔 三 澤 潤 生 氏 と 連 名 〕
法 律 時 耀 第 2 8 巻 第 8  号 ( 通 巻 3 巧 号 )
継 続 費 ( 神 谷 克 已 氏 と 連 名 〕
結 社 の 自 由
憲 政 の 常 道
「 世 界 大 百 科 事 典 」  9  ( 平 凡 社 )
公 共 の 福 祉
皇 室 典 範
「 世 界 大 百 科 事 典 」 1 0 ( 平 凡 社 )
「 世 界 大 百 科 事 典 . j  Ⅱ ( 平 凡 社 )
個 人 の 尊 厳
都 議 「 退 職 慰 労 金 」 事 件 を め ぐ る 法 律 問 題 ^ 自 治 法 第 2 4 3 条 の 2 第
1 項 の ひ と つ の ケ イ ス と し て ^
ジ ュ リ ス ト 第 Ⅱ 9  号
財 産 権 の 不 可 侵
裁 判 を 受 け る 権 利
「 世 界 大 百 科 事 典 」 1 2  ( 平 凡 社 )
昭和32(1957)年フランスにおける予算と法律住X2)〔無名〕
レファレンス第72号、芽汀3号
都市計画法施行令第12条による建築許可に付し九条件の効力
〔東京高判昭29.5.11、昭28 (ネ) 330 号、行裁例集 5 ・ 5 ・ 1126 〕
自治研究第33巻第1号(通巻392号)
「世界大百科事単U 13(平凡社)思想および良心の自由
フランスの「予算提出態様を決定する政令」
レファレンス第74号〔無名〕(概観と邦訳)
集会の自由
「世界大百科事典」14(平凡社)住居の不可侵
人身保護法
「世界大百科事典」15 (平凡社)身体の自由
財政制度はどう運営され九か^立法・慣行・学説等^〔新憲法十
ジュリスト第 131 号年の問題点〕
法学セミナー第19号最高法規〔法律学 150講・憲法10〕
日本学士院紀要第15巻第3号明治憲法起草過程の資料的研究
立法過程図
我妻栄・宮沢俊義編「小六法の友」(有斐閣)
「世界大百科事典」18 (平凡社)大日本帝国憲法
イタリア憲法〔諸外国の憲法(特質と概観)〕ジュリスト第 145号
財政^各国制度の類型的素描^〔外国憲法の動向〕
ジュリスト第 154 号
法学セミナー第30号議院内閣制〔基本法セミナー・憲法印
公職選挙法の一部改正案〔年間回顧(1958年)^制定法・判決・主
ジュリスト第 168 号要事件^〕〔無名〕
租税滞納者以外の者が所有権を主張して物件差押の取消を求める訴は
租税滞納処分に民法第再調査などの前審手続経由を要するか
177条の適用があるか
〔高松地判昭32・ 3 ・11、昭31 (行) 2 号、行裁例集8 ・ 3 ・ 384〕
自治研究第35巻第 1号(通巻416号)
昭和33(1958)年
昭和34(1959)年
9
1 0
公 法 研 究 第 2 1 昇
日 本 財 政 制 度 の 比 較 法 史 的 分 析
選 挙 会 に よ る 当 選 人 决 定 の 公 定 力 と 県 選 管 に よ る 訴 願 裁 決 と の 関 係
行 政 行 為 の 公 定 力 と 事 実 の 立 証 責 任 と の 関 係
U 厶 島 高 判 1 ! 召 3 1 ・  5  ・  2 9 、 昭 3 0  ( ナ )  2  弓 、 行 裁 例 集  7  ・  5  ・ 1 0 9 田
自 治 研 究 第 3 5 巻 第 Ⅱ 号 ( 通 巻 4 2 6 号 )
犬 皇 の 権 能 ( 国 事 に 関 す る 行 為 )
内 閣 の 助 言 と 承 認
基 本 的 人 権
個 人 権 と 公 共 の 福 祉
表 現 の 自 由 、 通 信 の 秘 密
集 会 、 結 社 の 自 由
居 住 、 移 転 、 職 業 選 択 、 外 国 移 住 の 自 由
家 族 生 活 の 基 本 原 則
財 産 権 の 保 障
裁 判 を 受 け る 権 利
裁 判 官 の 弾 劾 ・ 国 民 審 査
予 算 制 度
予 算 と 法 律
清 宮 四 郎 編 「 憲 法 」 ( 新 法 律 学 演 習 講 座 ) ( 青 林 書 院 )
法 学 セ ミ ナ ー 第 4 5 号
解 散 権 の 限 界 〔 基 本 法 演 習 ( 憲 法 6 ) 〕
農 地 の 二 重 譲 渡 お よ び 譲 渡 禁 止 仮 処 分 あ る 場 合 と 農 地 転 用 の 九 め の 所
有 権 移 転 許 可 処 分 の 効 力 ・ ・ 一 訴 願 法 8 条 3 項 を め ぐ る 裁 量 問 題 、 そ
の 他
〔 大 阪 地 裁 昭 3 3 ・  4  ・ 2 8 、 昭 3 2  ( 行 )  5 4 号 、 行 裁 例 集 9  ・  4  ・  5 8 2 〕
自 治 研 究 第 3 6 巻 第  1  号 ( 通 巻 4 2 8 号 )
憲 法 第 2 5 条 の 怯 恵
( 最 大 判 昭 2 3  ・  9  ・  2 9 、 昭 2 3  ( れ )  2 0 5  号 、 刑 集  2  ・ 1 0  ・  1 2 3 5 〕
ジ ュ リ ス ト 第  2 0 0  号 「 判 例 百 選 」
圃 税 犯 則 取 締 法 3 条 1 項 と 憲 法 3 5 条
〔 最 大 判 昭 3 0 ・  4  ・ 2 7 、 昭 2 4  ( れ )  1 1 4 3  号 、 刑 集 9  ・  5  ・  9 2 4 〕
昭 和 3 5 ( 1 9 6 0 ) 年
昭和36(1961)年
ジュリスト臨時増刊第2Ⅱ号の 2 「続判例百選」
日米安保条約行政協定の実施に伴う関税等臨時特例法6条による免税
自動車が国内で転々譲渡された場合における鬨税池脱の犯則時
・^旧関税法83条4項但書の意義
〔東京地判昭34.4 ・ 22、昭33(行) 154 号、行裁例集10 ・ 4 ・ 767〕
冑治研究第37巻第 1号(通巻440 号)
「国会は国の唯一の立法機関である」との規定の意味を述べよ
「法学教室」(別冊ジュリスト)第 1号
行政と経営第3号財政法をめぐる最近の問題
田中二郎・杉本良吉国税通則法答申をめぐって《座談会》〔松宮隆・
.荒井勇・志場喜徳郎の諸氏と共に〕
税経通信第16巻第9号(通巻204号)
ローマ字印鑑登録拒否を規定する条例の合憲性一一裁判繋属中に法令
改廃あり九る場合の判断基凖、等
〔東京高半Ⅲ昭34 ・12 ・15、昭33 (ネ) 1286 号、行裁例集10 ・12 ・
Ⅱ
2581 〕
自治研究第37巻第8号(通巻447号)
行政法における判例の意味^行政判例講座のはじめに^〔判例行
自治研修第29号政法仕)〕
日本財政制度の比較法史的研究(学位論文として東京大学に提出)
ジュリスト第 241 号第4章国会〔憲法改正の問題点〕
決算に関する国会議決制度^紹介および立法論的考察^
(上)(中)(下)
会計検査院図書月報第12巻第1号(通巻139号)~第3号(通巻
141 号)
統治行為
〔最大判昭35.6 ・ 8、昭30 (オ) 96号、民集14・フ・ 120田
ジュリスト臨時増刊第248の2号「行政判例百選」
判例行政法⑥^司法審査権の限界にかんする諸問題^
自治研修第34号
昭和37(1962)年
1 2
昭 和 3 8 ( 1 9 6 3 ) 年
B u d g e t  と 「 ・ ] う 算 」 と の 語 義 の 異 吊 H 生 ^ と く に 憲 法 お よ び 憲 法 史 的
観 点 か ら ー ー
東 京 都 立 大 学 法 学 会 剥 鎗 志 第 3 巻 第  1 ・ 2 合 併 号 ・ 小 倉 ・ 黒 田 教 授
還 暦 祝 賀 記 念 号
蚕 任 立 法 の 限 界
田 中 二 郎 ・ 雄 川 ・ 一 郎 編 「 行 政 怯 演 習 」  1 ( 有 斐 閣 )
職 業 選 択 の 自 由 の 制 限
〔 最 大 * 1 1 1 昭 3 0  ・  1  ・  2 6 、 昭 2 8  ( あ )  4 7 8 2  号 、 刑 集 9  ・  1  ・  8 9 〕
条 例 に お け る 罰 則
〔 最 大 判 1 昭 3 7  ・  5  ・  3 0 、 昭 3 1  ( あ )  4 2 8 9  号 、 刑 集 1 6 ・  5  ・  5 7 フ 〕
ジ ュ リ ス ト 醜 " 寺 増 刊 第  2 7 6  号 の  2  「 憲 法 判 例 百 選 」
憲 法 〔 法 律 学 の 道 し る べ 〕
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 刊 第 2 π 号 の 2  「 法 学 案 内 」
国 会 に お け る 決 算 の 取 扱 い
清 宮 四 郎 博 士 退 職 記 念 「 憲 法 の 諸 問 題 』 ( 有 斐 閣 )
権 力 分 立
宮 沢 俊 義 先 生 還 暦 記 念 「 日 本 国 憲 法 体 系 」 第 3 巻 統 治 の 原 理
( 有 斐 閣 )
殿 疫 あ る 行 政 処 分 の 効 力 ー ー そ の 無 効 原 因 を 中 心 と し て ^
自 治 研 修 第 蛇 号
憲 法 改 正 権 の 限 界 と 改 正 条 項 の 改 正 ( 日 本 国 憲 法 の 問 題 状 況 〕
ジ ュ リ ス ト 第  2 8 9  号
昭 和 3 9 ( 1 9 6 4 ) 年
内 閣 の 職 務 と 責 任
清 宮 四 郎 ・ 佐 藤 功 編 「 憲 法 講 座 」  3 国 会 ・ 内 閣 ( 有 斐 閣 )
憲 法 〔 法 律 学 の 道 し る べ 〕
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 刊 第 2 9 7  号 の 2  「 法 学 案 内 6 4 年 版 」
天 皇 の 公 的 行 為 と 私 的 行 為
ジ ュ リ ス ト 第 3 0 0 号 「 学 説 展 望 ^ 法 律 学 の 争 点 ^ 」
行 政 と 経 営 第 1 6 号1 、 政 治 」 と 「 統 治 」
「 国 約 憲 法 」 論 東 京 都 立 大 学 法 学 会 雑 誌 第 5 巻 第 1 号
昭和如(1965)年憲法25条の法意
〔最大判昭23 ・ 9 ・ 29、昭23 (れ) 2備号、刑莱 2 ・10 ・ 1235〕
「判例百選」(第 2版)(別冊ジュリスト第 2 号)
憲法〔法律学の道しるべ〕
ジュリスト臨時増刊第319 号の 2 「法学案内65年版」
国税犯則取締法3条1項と憲法35条
〔最大判昭30・ 4 ・27、昭24 (れ)]143 号、刑集9 ・ 5 ・ 924)
「続判例百選」(第 2版)(別冊ジュリスト第3 号)
税理第8巻第松号現行予算制度の批判^予算と徴税^
財政^予算議決形式の問題を中心として^
宮沢俊義先生還暦記念 1、日本国憲法体系」第6巻統治の作用
(有斐階D
専門課程に進学する学生に与う
ジュリスト臨時増刊第343号の 2 「新法学案内」
行政の議会による統制
雄川一郎・高柳信一編「現代の行政」(岩波講座現代法4)
(岩波書店)
明治憲法起草における地方制度規定山~④自治研修第71号~第74号
立法の委任一一罰則の委任、再委任、委任の態様^
〔①最大駒N儒5 ・ 2 ・ 1、刑集 4 ・ 2 ・ 73、②最大半1」Π召26 ・12・ 5 、
刑集 5 ・ 13 ・ 2463 、③最 1 小判昭33 ・ 5 ・ 1、刑集12 ・フ・ 1272〕
「憲法の判例」(ジュリスト増刊・基本判例解説シリーズ1)
財政制度(含補助金)〔戦後法制度の20年〕 ジュリスト第 361 号
権力分位と衆議院解散権
清宮四郎・佐藤功編「続憲法演習」(有斐閣)
学問のあり方《随想》
受験新報第17巻第7号(通巻 193号)
課税単位^所得を夫婦に折半しない課税の合憲性^
〔最大豹川邵6 ・ 9 ・ 6、昭34 (オ)1193号、民集15 ・ 8 ・ 2047)
「租税判例百選」(別冊ジュリスト第17号)
昭和41(1966)年
13
昭和42a967)年
昭和43(1968)年
1 4
垂 部 翅 ' Ⅲ こ て 《 随 想 》
河 川 法 に 基 づ く 椛 不 嶋 捌 鍵 と 補 償 の 要 否
L 東 j j U 也 阿 " 召 4 2 ・  6  ・ フ 、 昭 3 7  q ・ D  1 2 2  号 、 行 裁 例 業 1 8  ・  5  =  6
・  7 2 5  」
1 、 士 地 収 用 判 例 百 選 ^ 区 画 整 卵 ・ 都 市 計 画 ^ 」
0 川 冊 ジ ュ リ ス ト 第 1 9 号 ' )
尊 属 殺 重 罰 と 法 の 下 の 平 等
〔 最 大 半 I N 召 2 5  ・  1 0  ・  1 1 、 昭 2 5  ( あ )  2 9 2  号 、 刑 集  4  ・  1 0  ・  2 0 3 7  〕
仔 選 法 判 例 百 選 」 ( 新 版 ) 偶 1 ↓ 冊 ジ ュ リ ス ト 第 2 1 号 )
ロ エ ス レ ル 「 日 本 帝 國 憲 法 草 案 」 に つ い て
法 学 第 3 3 巻 第 1 号 ・ 柳 瀬 良 幹 教 授 退 官 記 念 号
権 力 分 立
皇 室 の 財 政
租 税 法 律 主 義
予 算 の 増 額 修 正
公 金 支 出
芦 部 信 喜 ・ 鴻 常 夫 ・ 福 田 平 ・ 水 本 浩 ・ 山 田 幸 男 編 「 法 律 学 の 基 礎
知 識 ^ 補 習 と 復 習 の た め に ^ 」 ( 有 斐 閣 )
奈 良 県 文 化 観 光 税 条 例 の 合 憲 性
〔 奈 良 地 判 昭 4 3  ・ フ ・ 1 7 、 昭 4 1  ( 行 ウ )  2  号 、 行 裁 例 集 1 9 ・ フ ・  1 2 2 1 〕
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 刊 第 4 3 3 ' 号 「 昭 和 4 3 年 度 重 要 判 例 解 説 」
日 本 国 憲 法
「 社 会 科 学 大 事 典 」  N  ( 鹿 島 研 究 所 出 版 会 )
立 法 過 程 図
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 刊 第 4 5 4  号 「 1 9 7 0 年 版 ジ ュ リ ス ト 年 鑑 」
私 の 職 味 ・ こ け し
書 斎 の 窓 第  1 9 0 号 に け し 手 帖 第  1 2 0 号 に 転 載 〕
統 治 行 為
〔 最 大 半 I N { 1 3 5  ・  6  ・  8  、 昭 3 0  ( オ )  9 6 号 、 民 集 1 4  ・ フ ・  1 2 0 6  〕
議 会 の 行 為 と 司 法 審 復
昭 和 4 4 a 9 6 9 ) 年
ジ ュ リ ス ト 第  3 9 7  号
昭 和 4 5 a 9 7 の 年
昭和46(1971)年
〔最大半1」昭37.3.フ、昭31 (オ)劇号、民リι16 ・ 3 ・ 445,1
「行政判例百選」(新版)(別冊ジュリスト第28号)
立法の委任^罰則の委任、再委任、委任の態様^
〔①最大半lj昭25.2 ・ 1、刑集 4 ・ 2 ・ 73、②最大判昭26・12・ 5、
刑集 5.13.2463 、③最 1 小判昭33 ・ 5 ・ 1、刑集12 ・フ・ 1272 〕
「憲法の判g明(第2版)(ジュリスト増刊・基本判例解説シリ
ズD
会社更生法240条2項と憲法14条1項
〔最大判昭45 ・ 6 ・10、昭42 (オ) 11朋号、判時594 ・ 29〕
ジュリスト臨時増刊第482号「昭和45年度重要判例解説」
考査委員としての感想
受験新報第21巻第12号(通巻246号)
都市問題第63巻第1号条例制定権の限界について
法律・命令・条例
ジュリスト第500号「判例展望^判例理論の再検討」
ジュリスト第 503 号松竹梅《随想》
時の法令第789号新聞の法律論
明治憲法起章における地方自治
宮沢俊義先生古稀記念「憲法の現代的課題」(有斐閣)
帝室典則にっいて^明治皇室典範制定初期史の研究^
柳瀬博士東北大学退職記念「行政行為と憲法」(有斐閣)
予算の増額修正
「法学教室く第2期>」(ジュリスト別冊)第 1号
関心と自戒^憲法訴訟第1号を追ってーー
昭和47(1972)年
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昭和48(1973)年
昭和49(1974)年
憲法〔入門講座〕
^第1講~第8講^
自治実務セミナー第13巻第5号(通巻 143 号)~第12号
(通巻 150 号)
尊属殺重罰と法の下の平等
時の法令第8"・ 845号
1 6
昭 和 5 0 ( 1 9 7 5 ) 年
〔 ム 立 大 十 . 1 N 召 4 8  ・  4  ・  4  、 昭 4 5  ( あ )  1 3 ] 0  号 、 升 1 1 築 2 7  ・  3  ・  2 6 5  〕
芦 部 信 喜 編 ヒ ' 法 判 例 1 丁 送 1 ( 第  3 1 振 ) σ 列 冊 ジ ュ リ ス ト 第 " 号 )
明 治 皇 室 典 範 の 起 草 過 秤 ^ 附 、 典 範 簑 解 の 成 立 ・ 公 表 事 恬 ・ ー ー
杉 村 章 三 郎 先 生 古 稀 記 念 「 公 法 学 研 究 」 上 ( 有 斐 閣 )
憲 法 〔 入 門 講 座 〕
^ 第 9 講 ~ 第 2 0 講 一 ー
肉 治 実 務 セ ミ ナ ー 第 1 4 巻 第  1  号 ( 通 巻  1 5 1 号 ) ~ 第 1 2 号
( 通 巻  1 6 2  号 )
明 治 前 期 国 籍 立 法 沿 革 史
法 学 第 3 9 巻 第 2 号 ・ 折 茂 豊 教 授 退 官 記 念 号
薬 事 法 第 6 条 第 2 項 達 憲 判 決 に つ い て
判 例 時 報 第 7 8 0 号
憲 法 〔 入 門 講 座 〕
ー ー 第 2 婚 佐 ~ 第 3 2 講 ^
自 治 実 務 セ ミ ナ ー 第 1 5 巻 第  1 号 ( 通 巻  1 6 3  号 ) ~ 第 1 2 号
( 通 巻  1 7 4 号 )
太 陽 と 風 《 随 想 》 ジ ュ リ ス ト 第  6 2 1  号
憲 法 〔 入 門 講 座 〕
^ 第 3 3 講 ~ 第 U 講 ^
自 治 実 務 セ ミ ナ ー 第 1 6 巻 第  1  号 ( 通 巻  1 7 5  号 ) ~ 第 1 2 号
( 通 巻  1 8 6  号 )
師 ・ 教 育 者 ・ 研 究 者 と し て の 宮 沢 先 生
宮 沢 俊 義 先 生 の 人 と 学 問 《 座 談 会 》 { 佐 藤 功 ・ 小 林 直 樹 ・ 久 保 田 き ぬ
子 ・ 芦 部 信 喜 ・ 寿 田 竜 輔 ・ 池 田 政 章 ・ 深 瀬 忠 一 の 諸 氏 と 共 に 〕
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 ' 刊 第 6 3 4 号 「 宮 沢 憲 法 学 の 全 体 像 ^ 宮 沢 俊 義
先 生 追 悼 」
戦 後 憲 法 学 の 特 色
ジ ュ リ ス ト 臨 時 増 刊 第 6 3 8 号 「 日 本 国 憲 法 ^ 3 0 年 の 軌 跡 と 展 望 」
法 源 と し て の 憲 法 典 の 価 値 に つ い て ^ 憲 法 解 釈 の 基 本 問 題 を 機 縁 と
し て ^
田 巾 二 郎 先 生 古 稀 記 念 「 公 法 の 理 論 」 下 1 ( 有 斐 閣 )
昭 和 5 1 a 9 7 6 ) 年
昭 和 5 2 ( 1 9 7 刀 年
立法の委任一^罰則の委任、再委任、委任の態様^
〔①最大判昭25・ 2 ・ 1、刑集 4 ・ 2 ・73、②最大判昭26 ・12・ 5、
刑集 5.13.2463 、③最 1 小判昭33 ・ 5 ・ 1、刑集12・フ・ 1272 〕
小林直樹編「憲法の判例」(第3版)(ジュリスト増刊・基本判例
解説シリーズD
憲法(入門講座〕
^第45講~第51講^
自治実務セミナー第17巻第 1号(通巻 187号)~第 3 号(通巻 189
号)、第 9 号(通巻 195 号)~第12号(通巻 198 号)
憲法と憲法典
天皇の公的行為と私的行為
予備費制度
4Ⅷ島和司編「憲法の争点」(ジュリスト増刊・法律学の争点シリ
ズ 2 )
最高機鬨としての国会の役割
伊藤正己編「日本国憲法の考えブj」上(有斐閣新書)(有斐惜D
ジュリスト第 675 号正義と公平《随想》
憲法〔入門講座〕
^第52講~第62・完^
自治実務セミナー第18巻第 1号(通巻 199 号)~第11号(通巻209
号)
衆議院の解散と司法審査
〔最大判昭35・ 6 ・ 8、昭30 (オ) 96号、民集14 ・フ・ 120劇
議会の行為と司法審査
〔最大半1]昭37 ・ 3 ・フ、昭31 (オ)磁号、民集16 ・ 3 ・ 445 」
雄川・一郎編「行政判例百選」Ⅱ娚収"ジュリスト第62号)
私人闇における基本権の保障
地方自治職員研修第139号臨時増刊第1号 1、公法入門]
(総合シリーズ1)
実定財政制度について^主として憲法的立場からーー
昭和脇(1978)年
昭和54(1979)年
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1 8
昭 和 5 5 ( 1 9 8 0 ) 年
t ・ W 禹 殺 飛 純 と 怯 の 下 の 平 等
J 1 1 j 集 2 7  ・  3  ・  2 6 5  〕
〔 最 大 ' 図 川 台 娼 ・  4  ・  4  、 Ⅲ M 5  ( あ )  3 1 0  号 、
リ ス ト 第 6 8 号 )
芦 部 イ X 喜 編 「 憲 法 判 例 1 与 述 」  1 ( 別 冊 ジ ュ
月 刊 法 学 教 室 創 刊 号
憲 法 と 憲 法 典 〔 憲 法 講 話 U
月 刊 法 学 教 室 第 2 号
「 憲 法 典 」 に つ い て し 憲 法 講 話 2 〕
憲 法 判 例 の 変 巫
病 宮 四 郎 ・ 佐 藤 功 ・ 阿 部 照 哉 ・ 杉 原 泰 雄 編 「 新 版 憲 法 演 習 」  3 統
治 機 構 Ⅱ ( 有 斐 閣 ブ ッ ク ス ) ( 有 斐 閣 )
憲 法 第  1 条 〔 憲 法 講 話 3 〕
内 閣 制 度 〔 憲 法 講 話 4 〕
議 院 自 律 権 〔 憲 法 講 話 昂
司 法 権 の 限 界 〔 憲 法 講 話 印
予 算 制 度 〔 憲 法 講 話 7 〕
衆 議 院 解 散 権 〔 憲 法 講 話 8 〕
営 業 の 白 由 〔 憲 法 講 話 9 〕
条 例 制 定 権 〔 憲 法 講 話 1 0 〕
法 祁 学 と 人 闇 《 随 想 》
仁 教 の 自 由 〔 憲 法 講 話 Ⅱ 〕
1 阿 院 制 〔 憲 法 部 嬬 舌 1 2 〕
憲 法 と 憲 法 川 U こ つ い て
今 村 成 和 教 授 退 官 記 念
法 の  F の 平 等 〔 憲 法 講 話 1 3 〕
行 政 委 員 会 〔 憲 法 講 話 1 心
憲 法 改 正 の 限 界 〔 憲 法 講 話 1 5 ・ 完 〕
憲 法 と 憲 法 典 に つ い て 《 法 学 講 演 》
「 主 権 」 論 お ぼ え が き < そ の  1 >
憲 政 資 料 室 の 思 い 出 と 感 想
み す ず 第 2 5 巻 第 8  号 ( 通 巻  2 7 6 号 )
1 、 女 帝 」 論 議
昭 和 5 6 a 9 8 1 ) 年
公 法 研 究 第 4 1 ・ 号
「 公 法 と 経 済 法 の 諸 問 題 」 上 ( 有 斐 閣 )
月 刊 法 学 教 室 第 1 3 号
阿 刊 法 学 教 室 第 1 4 号
月 刊 法 学 教 室 第 1 5 号
月 刊 法 学 教 室 第 2 5 号
法 学 第 4 6 巻 第 5 号
月 刊 法 学 教 室 第 3 号
月 刊 法 学 教 室 第 1 号
月 刊 法 学 教 室 第 5 号
月 刊 法 学 教 室 第 6 号
月 刊 法 学 教 室 第 7 号
打 刊 法 学 教 室 第 8 号
月 刊 法 学 教 室 第 9 号
月 刊 法 学 教 室 第 1 0 号
ジ ュ リ ス ト 第  7 4 6 号
月 刊 法 学 教 室 第 Ⅱ 号
月 刊 法 学 教 室 第 1 2 号
昭 和 5 7 ( 1 9 8 2 ) 年
昭 和 5 8 ( 1 9 8 3 ) 年
昭 和 5 9 ( 1 9 8 4 ) 年
田上穣治先生喜寿記念「公法の基本問題」(有斐閣)
昭和60(1985)年憲法と憲法典
天皇の公的行為と私的行為
予備費制度
小嶋和司編「憲法の争点」(新版)(ジュリスト増刊・法律学の争
点シリーズ 2)
いわゆる「政教分雛」について^靖国公式参拝問題に'、れて^
ジュリスト臨時増刊第848号位青国神社公式参拝^政教分離の
ゆくえは!!」
藤田晴子さんと、その近著^『議会制度の諸問題』によせて
《書評》
自治実務セミナー第24巻第12号(通巻282 号)
昭和61(1986)年明治23年法律第84号の制定をめぐって^井上毅と伊東巳代治^
佐藤功先生古稀記念「日本国憲法の理論」(有斐惜D
東北大学学報(Ⅱ94号)昭和62(1987)年東北大学との御縁
註
U )昭和"年以前の著作では、昭和36年の 1税経通信」所収の座談会記録を除いて、
記名に「島」の字が用いられている。
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